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学校法人会計と企業会計との違いについて 

 

企業会計では「損益計算書」「貸借対照表」および「キャッシュフロー計算書」が作成さ

れます。企業では営業成績を損益計算書によりあらわし、単年度の事業状況を明確化し、

経営成績を知ることで収益を高めることに役立てます。 

一方、学校法人会計では、学校法人会計基準により定められた会計処理を行い、「資金収

支計算書」「事業活動収支計算書」および「貸借対照表」等の計算書類を作成します。 

各計算書の内容は以下のとおりで、これらを分析することにより、学校法人の財政および

経営の状況が把握できます。 

 

◆資金収支計算書 

学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入・支出の内容を明らかにし、

支払資金（現金預金）の収入・支出の顛末を明らかにするものです。 

 

◆事業活動収支計算書 

 当該年度の教育・研究その他の諸活動を「教育」、「教育外」、「特別」の３つの活動に

区分し、区分ごとの収支内容ならびに基本金組入額を含めた収支の均衡状態を明らか

にするものです。 

 

◆貸借対照表 

 年度末における資産・負債・基本金および収支差額（純資産）の財政状況を示し、当

年度末と前年度末と対比して記載するものです。 

 

学校法人は営利を目的としていないため、長期的にみて財政が健全に維持されているかど

うか、教育研究施設設備が適切に充実されているか、等という観点から財務資料を分析し、

改善方策を追求することが目的となります。 
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１．収支計算書  

 （１）資金収支計算書 
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（２）事業活動収支計算書 
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２．貸借対照表 
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３．財産目録 

 財産目録（令和６年３月３１日現在） 

Ⅰ資産総額  12,759,146,650 円 

内 基本財産  8,289,231,701 円 

  運用財産  4,469,914,949 円 

  収益事業用財産  － 円 

Ⅱ負債総額  3,519,824,562 円 

Ⅲ正味財産  9,239,322,088 円 

区  分  金  額  

資産額    

１基本財産    

      土地 151,248㎡ 2,757,131,640 円 

      建物 44,660㎡ 3,815,306,272 円 

      図書 260,818冊 1,153,111,129 円 

      教具・校具・備品 18,331点 207,238,145 円 

      その他  356,444,515 円 

２運用財産    

      現金預金  1,118,555,494 円 

      その他  3,351,359,455 円 

３収益事業用財産  － 円 

資産総額  14,240,049,761 円 

負債額    

１固定負債    

      長期借入金  2,628,715,000 円 

      退職給与引当金  348,335,629 円 

２流動負債    

      短期借入金  110,240,000 円 

      未払金  131,872,225 円 

      前受金  269,727,300 円 

      預り金  30,934,408 円 

負債総額  3,519,824,562 円 

正味財産（資産総額－負債総額） 9,239,322,088 円 

 

 



■ 第二次文教マスタープラン進捗状況・見直し状況

≪大　学≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標 案 理由

改革総合支援事業への取組み －
本学：得点率52.1％

（採択ライン）得点率72％
改革総合支援事業に採択される

取組内容の一部削除

・データサイエンス教育

・主専攻、副専攻

・オープンエディケーション

・目標が達成されたため

各学部の中途退学率の低減
（各学部）

　中途退学率2％以下

教育学部：0.76％

人間科学部：3.19％

全体：2.17％

（各学部）

　中途退学率2％以下
全体削除

・学生ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ及び学生相談室の

取組で改善が期待できる為

・より優先順位が高いと思われる目

標を新たに設定したため

新規追加

・実施目標

　・留学・ワーキングホリデー

　　などの海外体験者数の増加

・取組内容

　・海外体験をしない要因検討

　・留学説明会のあり方検討

　・留学率、前年度比10％増

・今後大学が生き残ってゆくために

はリカレント教育の推進、グローバ

ル人材の育成は避けて通れないため

・グローバル人材の育成を強力に推

進し、本学の競争力を高めるため

入学定員充足率
教育学部：165名以上

人間科学部：264名以上

教育学部：133名

人間科学部：130名

（安定的に定員の110％以上）

教育学部：165名以上

人間科学部：264名以上

数値目標の変更

・定員の80％（312名）以上

・教育学部：150名以上

・人間科学部：192名以上

取組内容の追加

・選抜方式の整理

・指定校の拡大

・指定校と出願基準の検討

・奨学制度の検討

・志願者や入学者の減少に伴う修正

ボーダー偏差値（河合塾）
教育学部：50以上

人間科学部：40以上

教育学部：45.0

人間科学部：37.5

（安定的に）

教育学部：50以上

人間科学部：45以上

数値目標の変更

・教育学部：45以上

・人間科学部：40以上

・志願者や入学者の減少に伴う修正

オープンキャンパス参加者 2,450人 2,256人 3,500人 ー

資料請求者数 12,000人 12,399人 15,000人 ー

進学説明会参加校数 60校 53校 75校 ー

300件 436件 320件 ー

ホームページアクセス数 360,000件 348,353件 450,000件 ー

高校訪問数 210校 327校 206校 ー

志願者数 1,800人 601人 1,735人 ー

募

　

集

　

力

高校内ガイダンス・大学見学会の依頼件

数

令和5年度 令和6年度見直し

教

育

力



■ 第二次文教マスタープラン進捗状況・見直し状況

≪大　学≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標 案 理由

就職希望者就職率100％の達成と維持 100% 99.2% 100% ー

就職先開拓 40社 125社 年間70社
数値目標の一部変更

・70社 → 100社（月8件程度）

・新規開拓だけではなく、今後の関

係構築のための訪問も含めるため

就職ガイダンス参加者増加 延べ人数換算で前年比30％増 延べ人数換算で 前年比 -10.4％ 延べ人数換算で初年度比50％増 ー

就職支援団体との連携数 10団体との情報交換 15団体と情報交換実施 年間10団体との情報交換 ー

就職満足度100％の達成と維持 100% 85.6% 100% ー

キャリアセンター就職課利用者数

の増加と定着

3年生全員面談 100％

面談実施回数：1,000件

初等82.8％、中等96.4％、福祉

100％、心理82.4％、栄養99.9％、

GC98％、面談実施回数：1,431名

3年生全員面談：100％

面談実施回数 1,000件
ー

東証一部上場企業への就職率 10% 15.7%（25名／159名中） 20% ー

公務員就職率 公務員説明会、模擬試験の実施 公務員就職率7.5% 5% ー

就職に関わる資格取得率20％ 20% 50% 20%
数値目標の一部変更

・20 % → 60%

・支援制度を設けたこともあり、受

験者が増加しているため

地域・地域産業界との課題解決型科

目の内容検討と試行
マツダ財団の寄附講座実施

文科省補助金対象の

地域連携事業の実施

取組内容の変更

・連携PBL科目設定→改革総合支援

事業タイプ３(地域連携型)への対応

①タイプ３に沿った地域連携活動

②タイプ３得点率50％(R3：26.4%)

科目内容の検討と試行 心理学科・GC学科が公開講座を実施 各学科1科目以上

取組内容の一部追加

・地域連携科目および地域連携活動

の設定/各学科1科目以上,1活動以上

学生の10％が年に1回以上活動参加
学生の17.9％が年に1回以上活動参

加
学生の10％が年に1回以上活動参加 学生の15％が年に1回以上活動参加

情報集約と発信
ボランティア活動や地域活動、新聞

掲載記事の紹介（39件）
年間10回以上 年間30回以上の情報発信

現行の協定履行状況の現状把握と他

大学の情報収集

安佐北区・雲南広域連合との協定に

加え，新たに安佐商工会との包括連

携協定締結

4~5協定 全体削除

・改革総合支援事業タイプ3（地域

連携）に、協定に関する取組がある

ため、統合し、こちらは削除

法人全体経常収支差額
経常収支：239百万円

経常収支比率：9％

経常収支：△1,349百万円

  経常収支比率：△51.8％

経常収支：359百万円

経常収支比率：13％
ー

大学部門経常収支差額
経常収支：312百万円

経常収支比率：14.7％

経常収支：48百万円

経常収支比率：2.2％

経常収支：289百万円

経常収支比比率：13.5％
ー

法人部門経常収支差額
経常収支：△50百万円

経常収支比率：△355.57％

　経常収支：△1,251百万円

経常収支比率：△13352％

経常収支：59百万円

経常収支比率：50.6％
ー

寄附金受入額 200件／10百万円以上 18件／0.5百万円 年間200件／10百万円以上 ー

・地域における本学の役割を高める

ことが基礎的な体力の充実につなが

るという点から、改革・改善を行う

ため

・実績が当初の中期目標の達成に近

いものとなっており、残り2年での

数値目標を上げることとしたため

令和6年度見直し令和5年度

収

益

力

就

　

職

　

力

地

域

連

携

力

地域連携科目の設定

ボランティア活動の促進

地域や企業との包括連携協定締結

地域連携情報の集約と発信

補助金事業対象事業の実施



■ 第二次文教マスタープラン進捗状況・見直し状況

≪高　校≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標 案 理由

実施目標の一部変更

・５つのクラス→各クラス

取組内容の削除

・グラデュエーション・ポリシーとカリキュラ

ム・ポリシーの明確化

・新教育課程教科、科目の適切な編成

・シラバス、ルーブリックの作成

・５クラス制を廃止したため

取組内容の追加

・全ての教科、学年で新教育課程に対応したシラバス、

ルーブリックの策定、活用

・総合的な探求の授業のシラバス作成、こども教育クラ

スが２学年から始まる事への対応のため

教員の研修参加 教員の9割が研修参加 教員の3割が研修参加
全教員が研修参加

複数名が研究助成申請

取組内容の削除

・授業評価、定期考査問題評価、授業クリニック等の実

施

・教育研究、公表の実施

取組内容の追加

・年1回以上の研究授業の実施

・年1回以上の校内研究授業参加

・外部研修会参加率60％

・研究授業の定着化を図ることを最優先することとする

ため

・外部研修会への参加意識を高めるため

実施目標の一部変更

・3年次→全生徒の偏差値引き上げ

取組内容の削除

・対策授業、土曜授業の実施

・５クラス制を廃止したため

取組内容の追加

・模擬試験の結果分析、指導案作成

・成績共有、学力向上策

・模擬試験の結果分析に伴う指導を最優先するため

・学力をつける指導を優先するため

全生徒の7%が英検を受検 全生徒の22%が英検を受検
卒業までに英検2級以上に

合格する生徒が10％以上

取組内容の一部変更

・対策講座→放課後学習塾での受験指導
・放課後学習室、文教塾の在り方を再構築するため

取組内容の削除

・海外ホームステイの再開

・説明会の複数回開催

・海外交流活動の展開、セブ校への留学推奨

・既に再開しているため

・不確定な事項があり変更

取組内容の追加

・カナダホームステイ報告の複数回開催

・ラプラプセブ国際大学への留学促進

・令和6年度から再開するため

・ラプラプセブ国際大学との関係を強化するため

取組内容の削除

・月1回の会議による連携強化

・特別支援教育の充実

・オンライン授業配信

取組内容の追加

・月1回の会議におる情報共有

・スクールカウンセラーの週２日招請により、生徒、保

護者との面接機会確保

・スクールカウンセラー派遣日を週２日とし、生徒のメ

ンタル相談を強化させるため

全生徒の0.4% 海外経験者の割合：25%

転退学の防止 転退学者1名以下 転退学者6名 転退学者0名

令和5年度 見直し

教

育

力

教育課程の整備、シラバス、ルーブ

リックの作成

新学習指導要領に基づく各クラス

の特色に合わせた教育課程の編成

教育課程、シラバス、

ルーブリックの作成

毎年検証し、PDCA

サイクルにて改善を検討

3年次生の偏差値引上げ 2.0ポイント上昇 1.5ポイント上昇 3.0ポイント上昇

英検受験の促進

海外ホームステイや海外留学 全生徒の7%



■ 第二次文教マスタープラン進捗状況・見直し状況

≪高　校≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標 案 理由

推薦入試志願者：352名以上

一般入試：100名以上

推薦入試志願者：51名

一般入試：132名

推薦入試志願者：100名以上

（令和5年度より目標変更）

実施目標の変更

・500名→300名

数値目標の変更

・オープンスクール参加者1,000名→800名

・ホームページ、Instagram、Ｘ(旧Twitter)、Line

・オンライン個別相談会→対面相談会

・数字をより現実的にしたため

・SNSによる広報活動の強化

・対面相談会に特化するため

入学者：160名以上 入学者：66名 入学者：160名以上

実施目標の変更

・入学者160名→推薦入試100名、特別専願60名

取組内容の一部削除

・スクール、カルチャークラス受験者に対する早期のス

カウト活動

・５クラス制廃止に伴う変更

入試における合格基準の見直し 入試における合格基準の見直し 確約条件の評定平均値を若干引き下げ － 全体削除 ・既に見直しを行ったため

新規追加

・実施目標

　・ぶんきょう奨学生、ぶんきょうクラブ奨学生の積極

的な勧誘により部活動活性化

・取組内容

　・重点クラブの指定

・クラブ奨学生Ｓ型導入に伴い、部活動を活性化するた

め

新規追加

・実施目標

　・学ぶ環境を整え、生徒の学園生活を充実させる。

・取組内容

　・老朽化した設備、備品の更新

・老朽化した校舎・設備を極力更新・補修し、充実した

学校生活が送れるよう努力するため

数値目標の一部変更

・難関国立4名、他国公立大学2桁→国公立大学への進

学者10名以上

数値目標の削除

・模擬試験偏差値60以上５名、55以上が15名以上

　（1・2年生）

・３年生の20％が国公立大学を受験

・目標をより明確にしたため

取組内容の追加

・放課後学習クラブ、「文教塾」を設置し生徒自らが学

ぶ意欲を高められるよう支援する。

・文教塾の設置を明記した

取組内容の追加

・夏期休暇、冬期休暇、春期休暇中に学習教室を開催

し、学力向上を図る。

・大学受験対策講座としての各休暇中の補修を充実する

ため

進

路

実

現

力

1

/

2

進路目標
難関国立1名、広大3名

その他国公立大学6名
国公立大学2名

国公立大学合格者2桁

（令和5年度より目標変更）

令和5年度 見直し

募

集

力

志願者数

入学者数

部活動の活性化

校舎整備



■ 第二次文教マスタープラン進捗状況・見直し状況

≪高　校≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標 案 理由

見通しを持った確実性のある進路指導

の展開

・公立を含む他校の訪問

・進路指導システムの研修

・進路面談、進路検討会議の改革

・進路チューター制の導入検討

全体削除 ・実施しない

取組内容の削除

・3年間一貫した模試受験計画

・3年間の家庭学習時間管理

・キャリア教育の充実

・５クラス制廃止に伴う変更

取組内容の追加

・総合的な探求の授業を通じた、卒業後の進路目

標の見極めおよび、計画的な進路指導方針の作成

・総合的な探求の授業の強化により、生徒の社会

性を育成する

高校部門経常収支差額 経常収支差額：△20百万円 経常収支差額：△14百万円
（令和8年度より）

経常収支黒字化

実施目標の変更

・経常収支の赤字状態解消→前年比減少

・現状黒字化は不可能であり、現実的な目標とし

た

計画的な人員配置

授業クラス編成の工夫

教育課程の適正実施に必要な教職員数

の確保と管理

教員の持ち時間数の確認

次年度教員採用計画の立案

6名退職に対し6名採用

計画的な人員配置による

人件費の削減

取組内容の一部削除

・授業クラス編成の工夫

・教育課程の適正実施に必要な教職員数の確保と管理

・ベテラン教員、中堅教員の退職に伴い、若手の教員を

採用し、育成する方針に変更するため。

令和6年度の見直しに向け検討開

始
今後見直し

（令和5年度より方針転換）

特待生制度の再検討
取組内容の削除

・特待生制度の新設により、生徒数の増加を最優先とし

た。

新規追加

・予算の効率的な使用による施設建物、設備の

　整備

・勉強する環境を整備し、快適な学園生活を目指

す

≪幼稚園≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標

モンテッソーリ教育資格取得者数 11名 6名 14名

モンテッソーリ体育資格取得者数 6名 4名 8名

18名 1～25名
参加設定定員（15名）の

2倍の申し込み

2歳3か月 2歳 1歳6か月

定員40名、応募者48名 定員40名、応募者38名 定員40名、応募者60名

2百万円 2.7百万円 2百万円

4百万円 4.4百万円 4.4百万円

課外活動の参加者増加による増収 1.1百万円 1.9百万円 1.2百万円

1.3百万円 0.9百万円 1.5百万円

業務配分の見直しによる残業時間削減 1.5百万円 1.8百万円 0百万円

見直し令和5年度

ころころフレンズの参加人数の増加

入園金（5万円）の復活

令和5年度

毎年検証し、PDCA

サイクルにて改善を検討

収

益

力

施設建物、設備の整備

特待生制度の給付内容見直し

進路指導

進路指導計画

3年間一貫した模試受験計画

3年間の家庭学習時間管理

キャリア教育の充実

一貫した模擬試験計画は作成した

が、完全実施はできず

進

路

実

現

力

2

/

2

キッズ料金の値上げ

募

集

力

収

益

力 ころころフレンズの増収

（定員充足率の引上げ）

教

育

力

たまご広場参加人数の増加

ころころフレンズの低年齢化


